予算要求資料
平成28年度当初予算支出科目　款：教育費　項：大学費　目：情報科学芸術大学院大学費　　　　
	事業名　大学院大学研究費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

商工労働部　情報科学芸術大学院大学　事務局教務課　電話番号：0584-75-6600（内8224）

　　　　　　　E-mail：c21905@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　15,791千円（前年度予算額：15,791千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	15,791
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	15,791

	要求額
	15,791
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	15,791

	決定額
	15,791
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	15,791


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　・情報科学芸術大学院大学は、科学的知性と芸術的感性とを内的に融合さ 　　せ、その中から新しい文化を生み出していくという基本理念のもと、21世紀の新しい産業、文化、国際関係の向上に貢献すべく、情報社会の新しいあり方を創造的に開拓していく「高度な表現者」たる資質を備えた専門的職業人を育成することを目的に設立された。
・本目的を達成しうる高度な教育機関として、それに相応した十分な研究 　　内容及び水準が求められる。また、公立の教育機関として、生活文化の向 　　上、地域産業の高度化に貢献する役割を担っており、そのためには大学院 　　大学自体に高度な研究環境が必須である。
・IAMASの知名度向上と優秀な学生の確保を図るため、メディア表現の社会的な実践としての高度でユニークなプロジェクトを実行し、国内外に向け本学をアピールする。
（２）事業内容

　　　メディア表現の社会的な実践としての研究、成果の発信や、行政や企業、他大学との連携を行う。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　県費負担
授業の一環として行われるプロジェクト研究に要する経費であるため

　　
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	3,248
	講師謝礼、研究補助謝礼

	旅費
	2,653
	業務旅費


	需用費
	3,887
	研究用消耗品購入費、紀要ほか印刷製本費

	役務費
	522
	郵送料

	委託料
	1,450
	デザイン委託

	使用料
	932
	研究発表会場料

	備品購入費
	2,960
	研究用備品購入費

	負担金
	139
	各種会議参加費

	合計
	15,791
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）後年度の財政負担
　　　毎年度、事業目的を達成しうるテーマに見合った額を要求する。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）
	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
授業の一環として、産業・文化・社会に貢献しうるメディア表現研究のベースとなる基礎技術の開発やシステムへの応用研究を行い、大学院大学における研究基盤の確立を目指します。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	
	
	
	
	
	　％


　○指標を設定することができない場合の理由
	大学院の教育の一環として実施する、本学の教育研究ベースとなる基礎及び応用研究活動であることから、数値指標による達成度評価にはなじまない。


（前年度の取組）
	事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
プロジェクト研究
· 体験拡張環境
· 車輪の再発明

· あしたをプロトタイピングする
· ものづくりオープンメソッド

· Craft, Fabrication and Sustainability 

· 福祉の技術 

· HD II 高精細映像技術を用いた表現研究
· アートを／で考える
· 根尾・コ・クリエイション
· 「メディア・地域・鉄道」

· 図書館・アーカイヴ
· これからの創造のためのプラットフォーム
共同活動によって他分野のノウハウ、経験を効果的に統合し、より高度な研究成果、技術開発を目指している。広い視野と企画力、組織力、加えてアイデアを実現にまで導くマネージメント能力などを身につけることを目指す。


（前年度の成果）
	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

表現活動の場において、個別分野の基礎研究に留まらず、他分野の技術、知識を共有して提案できる体系研究、表現研究、調査研究、応用研究の場を提供し、実践経験を通じて知識を昇華させる機会を提供することができた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○

	研究内容は地域貢献、地場産業支援、知恵を社会へ貢献するための基礎からインターフェイスまでを網羅するものであり、事業の必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	　本学の教育研究の質の維持・向上につながっており、事業効果が現れている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	　各プロジェクトの経費を定期的にチェックし機動的に経費を活用できるように確認・点検している。


（今後の課題）
	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　研究成果の教育、地域社会への貢献を提示していく。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　公的な教育機関として、マルチメディア時代における産業・社会・文化の向上に寄与するシステムの開発とその一般化の一翼を担う。（併せて、本県の情報化政策の一翼を担う。）


